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業のー聞を専門に担当しているにすぎないのに反して，巡輸区

は小さいながらもそれ自体が， 1 つのまとまった経営単位て‘あ

る と いう点において大いに異なるということができる。したが

って鉄道管理局長は，区長には一般の現場長共通権限および駅

長権限のほか， 区内駅相互開発着の小口 1311休旅客:の受付 および

輸送の承認， 輸送の目立苦手に応じ臨時列車の巡;1反および巡休なら

びに分割併合，区内における列車の運転経型その他広範な権限

を委任している。

千葉鉄道管理局管内の巡検区には区長 ・ 助役 ・ 庶務併 ・ 駅務

掛 ・ 平等:およびレ ー ノレパス運転士がi泣かれ，;苛山巡輸区には区

長 ・ 助役 ・ 予備助役 ・ tJj:務掛 ・ 車場E ・ 諸般掛 ・ 駅務掛 ・ 予備駅

務掛 ・ 繰I附卦 ・ 駅手 ・ 予備駅手 ・ 転てつ手 ・ 連結手 ・ 予備構内

手 ・ 踏切11J手 ・ 技術掛 ・ 電車巡;1伝士 ・ 従事迎転士見習 ・ 1.6:車検

査掛 ・ 電車掛 ・ 車両手 ・ 技工長 ・ 技工 ・ 誘導繍 ・ 盤的掛 ・ 電気

持十 ・ 也被手 ・ 電力分区長 ・ 電力工手長 . m7J工手副長 ・ nt力工

手 ・ 剃EJ':先手等が{泣かれている。これらの職員を五J!輸区従事貝と

呼んでいる。(ï吉原正直)

うんゆし ゅ うに ゅ うじむきてい 運輸収入事務規程 国鉄

における審査事務の準則である。駅 . II主鉱区 ・ 自動車営業所 ・

病院等の現業餓l長lで取扱った運輸および付税の収入(その払い

もどしを含む)に対する審査調定(調査決定)，および計算整理・

連絡巡紛の治~): ・ 業務委託費その他の計 l):整磁等の処理プJを規

定したもの(総裁主主)で ， その栴成およびおもな内gはつぎのと

おりである。

1 総 fllJ (第 l 章)

巡賃料金の制定， 後払巡賃料金の徴収主~;R，医療金の剥定お

よび徴収姿求，公衆電報料金および電報手数料の測定，引換代

金の制定および整理， 述絡運輸の泊，i'): ， j並行税の支払lJl!求 ， 配

達料および業務委託費の支払袈求等の処辺!被隙!ならびに若手査事

務に対する事務処理区分等基本事項を規定。

2 収入の若手査 (第 2 1jÍ)

旅客 ・ 荷物および貨物収入ならびに病院収入関係各極収入報

告帳表 ・ 割引証等の審査項目および若手査方法， :*1ド券fJîその他

帳表の1:1.\納， 各極運賃料金 ・ 医療金等に対する終査方法を規定。

3 計算整理(第 3 章)

取扱収入に対する伝架の作成・ It日合 ・ 確認，各極1走払巡賃料

金の徴収要求手続， 通行税・ 出貨i主任付貨物巡氏側りもどし金・

荷物配迷料 ・ 患者まかない料 ・ 公衆電報料金等の支払嬰求手続，

自動車収入および船舶収入の振替整Jm(事業別分割)，事業m貨

物運賃料金， 未経過収入および年度末直収入の綴替整理等各極

収入の計算整理方法を規定。

4 引換代金の整理(第 4 î主)

引換代金の収入証梁と支払証以とのl照合確認， 収支計~整理，

支払不能の処理方を規定。

5 量l!絡治J?:(第 5 章)

ìili絡述輸に伴なう運賃料金等の国鉄と他の巡輸機関|聞のÌí'i J~:

に関する号1・31E!}頬の作成および若手査，低権 ・ 位務傾およびその

相殺残傾に対する連絡消~:勘定科目振替(徴収およひ・支払袈求

手続) を規定。

6 業務委託費の審査計算(第 5 章の 2)

宅級貨物に対する請負料金(受託手数料 ・ 集曲目料・引担晃代金取

扱手数料)の審査吉十i草および支払要求手続を規定。

7 検 証草 (第 6 章)

駅 . 1ド主主区その他現業後|主lの収入事務に対する地方会計監査

員の失地検簿(庇査)および指滋， 検簿執行基準，検符報告， 検

簿講評会等を規定。

っき.にこの規稜の対象の一部である直収入および収入証票に

ついて解説するとつぎのとおりである。

国~ーでは貌金を収納または支払する j~j}合は ， J.忠則 と して会計

長の制定と収支の命令を必姿とす る。 すなわち会計長がその徴

収納または支払微を剥盆決定して出納役に対し収支の命令を発

し ， H '，納役はこの命令によって現金の収納または支払をするの

が原)IIJ とな っ ている。しかし運賃料金のように駅 ・ 車掌区その

他現業機関におし、て業務の性質上ただちに現金の収納または払

いもどしを必裂とするものは，この原則によるときは極々の支

障を生じ突約にllll さないので， 例外として会計長の命令によら

ないで， 当該 l臼納役または/:lHfi良において直接所定の詰E原によ

りこれを行い得ることになっている。この取扱のできる収入を

直収入といい， その極目は旅客 ・ 何物 ・ 貨物の迎賃料金 ・ 入場

料 ・ 一時t:Vl り料 ・ 引j梨代金 ・ 医療金その他一定されている。

ここに所定の証以とは収入証票(または払い もど し証票)のこ

とで，収入(または払L、もどし)によって生じた事突の存在およ

び計 n:の内容等を証明するに足ることを必裂とする。そこで運

送の突行 ・ 収入の確保 ・ その他現場および審査制定機関の使否

等を考隠して，乗車券類 ・ 手小荷物切符 ・ 貨物通知書 ・ 諸料金

切符 ・ 荷物指図切符 ・ 荷物質訂正通知世等のような運輸般表を

もってこの詰EZZ としている。

なお直収入に対しては事後において会計長が制定，すなわち

関係巡輸l限表にもとづいてその内容を審査し，過不足を整型 し

てその正当性を確保することになっている。これを事後調定 と

いう。ー」直収入。(伊藤孝)
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国家行政組織法 (np，荊1 23 年法律第 120 号)にもとづき巡輸省

設1白 i去により設位された国の行政機関であって， 運輸に関する

行政令所掌する(国家行政組織法第 3 条第 2 項)。

1 iH 革昭和 18 ・ 11 ・ 1 迩輸通信省官制公布により ， 鉄

道省 ・ 逓信省が併合され運輸通信省が創設された。これは鉄道

総局 ・ 海運総局 ・ 自動車局 ・ 航空局 ・ 通信院 ・ 企画局の 2 総局

3 局 l 外局という組織であった。気象1ミ・場もまた逓信省から移

管された。

昭和 20 ・ 5 ・ 19 巡輸省と改称， 通信院は逓信院となり内閣に移

管( 2 総局 3 局)。

昭和 20 ・ 12 ・ 31 航空局廃止( 2 総局 2 局)。

日目和 2 1 ・ 2 ・ 1 企画局は大臣官房企画総となり ， 自動車)訪を廃止

して陵巡銃砲局新設( 2 総局 1 局)。

np，手11 23 ・ 5 ・ 1 外局として海上保安庁新設( 2 総局 1 局 1 外局) 。

昭和 24 ・ 6 ・ 1 巡輸省設位法改正，日本国有鉄道法施行に伴ない，

国鉄事業が巡輸省の所管からはずされて， 行政と現業の分維が

行われ， 内局として海五J! ・ 船舶 ・ 船員 ・ 港湾 ・ 鉄道監管 ・ 自動

車の 6 局をおき， 1司時に外局として船員労働委員会，海難審判

庁新設 (6 局 3 外局)。

昭和 25 ・ 1 2 ・ 1 2 電気通信省外局航空保安庁を航空庁と改称し

て巡輸省の外局とした( 6 局 4 外局)。

昭和 27 ・ 4 ・ 1 外局として捕獲若手検再審査委員会を新設( 6 局 5

外局)。

昭和 27 ・ 8 ・ 1 航空庁は航空局として内局となる( 7 局 4 外雨入

H日柄 1 30 ・ 8 ・ 1 0 大臣官房観光部は観光}誌に弗絡した ( 8 局 4 外

局)。

H日和 31 ・ 6 ・ 11 中央気象台は気象庁にチH脅した( 8 局 5 外局) 。

2 任務および権限 運輸省は ( 1 ) 水運 (2) 陸巡 (3)

港湾 (4) 船舶および鉄道車両その他の陸迩機稔(自動車お よ

び原動織付 自転車の製造を除く ) (5) 船員 (6) 述輸に関連す
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